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委 託 名 称

委 託 場 所

業務委託料 円 業 務 価 格 円

　 対象施設： １ ８ 団地、 ６ ５ 棟、 １ ， １ ０ ０ 戸

川越市小仙波町２ 丁目５ ０ 番地１

川越市市営住宅長寿命化計画時点修正等業務委託

課　 　 長

設計業務委託  設 計 書 ・  仕 様 書

委

託

の

大

要

　 本業務は、 川越市市営住宅長寿命化計画時点修正等を行う も のである 。

年度令和



名　 　 　 　 　 　 　 称 数　 量 単　 位

　 １ ． 業務価格

    １ 　 直接人件費 1 式

    ２ 　 直接経費 1 式

    ３ 　 その他原価 1 式

    ４ 　 一般管理費等 1 式

 業務価格

　 ２ ． 消費税等相当額 1 式

業 務 委 託 料

委　　　託　　　内　　　訳　　　書

金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額 摘　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 要

( 印刷製本費　 20部）

  A4版　設計用紙２号



細　 　 　 目 主任技師 技師（ A） 技師（ B） 技師（ C） 技術員

　
現地調査（ 抽出） 含む

打合せ協議

直接人件費　 合計

建替事業の実施方針

用途廃止の実施方針

長寿命化のための事業実施予定一覧

ラ イ フサイ ク ルコ ス ト と その縮減効果の算出

関係各課等協議支援

維持管理データ ベース 更新

改善事業の実施方針

（ 内訳書２ 号） 　 直接人件費内訳書

項　 　 目 金額（ 円） 適　 用

公営住宅等長寿命化計画の背景・ 目的

計画期間

公営住宅等の状況

長寿命化に関する 基本方針

公営住宅長寿命化計画の対象と 事業手法の選定

点検の実施方針

計画修繕の実施方針

A4版　内訳書２号



川越市市営住宅長寿命化計画時点修正等業務委託 

特記仕様書 

 

 

第１ 章 総 則 

 

（ 適用範囲）  

第１ 条 本仕様書は「 川越市市営住宅長寿命化計画時点修正等業務委託」（ 以下「 業務」 と いう 。）

に適用する 。  

 

（ 目的）  

第２ 条 本業務は、 川越市における 市営住宅ス ト ッ ク の適切なマネジメ ン ト を行う ため、 市営住

宅管理に係る 状況や将来的な需要見通し 及び財政状況を 踏ま えた、 効率的で効果的な事業方法の

選定を 行う と と も に、 ス ト ッ ク の長寿命化及びラ イ フ サイ ク ルコ ス ト の縮減等を 計画的に進める

ため、 国土交通省よ り 示さ れた「 公営住宅長寿命化計画策定指針（ 改定） 平成 28 年 8 月改定」 に

基づき 今後の事業手法や実施方針等を 示し た「 川越市市営住宅長寿命化計画（ 令和３ 年３ 月改

定）」 について中間年次における 時点修正等を 行う も のである 。  

 

 

（ 通則）  

第３ 条 本業務は、 本仕様書によ る 他、 次の各号に掲げる 関係法令等に基づいて、 的確に業務を遂

行し なければなら ない。  

① 住生活基本法及び公営住宅法 

② 公営住宅等長寿命化計画策定指針（ 改定） 平成 28 年 8 月 

③ 住宅関連既定計画 

④ その他関係図書及び関係法令、 通達等 

 

（ 提出書類）  

第４ 条 受注者は契約後すみやかに委託業務実施計画書、 着手届、 実施工程表、 管理技術者等通知

書を監督職員に提出し 、 承諾を 得る も のと する 。 なお、 変更が生じ た場合も 同様と する 。  

 

（ 協議等）  

第５ 条 受注者は、 業務の実施に当たり 、 監督職員と 綿密な連絡、 協議を 行い、 疑義が生じ たと き

は、 監督職員と 協議の上、 指示を受ける も のと する 。  
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（ 工程管理）  

第６ 条 受注者は、 実施工程表に基づき 業務の進捗状況について、 随時、 監督職員に報告し 、 適切

な工程管理に努めなければなら ない。  

 

 

（ 責務）  

第７ 条 本業務に必要な資料は、 受注者が収集作業を 行う も のと する 。 ま た、 こ れら の資料内容及

び調査の成果は、 発注者の許可なく 外部に漏ら し てはなら ない。 ま た、 発注者の提供資料に

ついての破損、紛失など の重大な過失を 生じ た場合は、受注者がその責任を 負う も のと する 。 

 

（ 守秘義務及び品質管理）  

第８ 条 受注者は次の資格を 有する こ と と する 。  

1.    本業務に於いては、 川越市の所有する 個人情報・ 資産に関する 安全確保のため、 個人情

報取り 扱いについて不正アク セス の防止、 紛失、 破棄、 破壊、 漏洩等の防止を 図る ため、

受注者は個人情報保護に関する 公的資格である JI SQ15001（ プラ イ バシ－マ－ク ） 又は

I SO27001（ 情報セキュ リ ティ マネジメ ン ト シス テム） に審査登録がなさ れている も のと す

る 。  

2.    本業務の品質確保の観点から 、I SO9001（ 品質マネジメ ント シス テム ） の資格を 有し てい

る こ と と する 。  

 

（ 配置技術者の選任）  

第９ 条 本業務に携わる 技術者は、 以下の全ての条件を 満たす者を 配置する こ と と する 。  

1.   技術士法（ 昭和５ ８ 年法律第２ ５ 号） 第３ ２ 条第１ 項の規定によ り「 都市及び地方計画」

の区分に登録さ れた技術士又はＲ Ｃ Ｃ Ｍの専門技術部門「 都市計画及び地方計画」 におい

て一般社団法人建設コ ン サルタ ン ツ 協会に登録を 行っ ている 者で、 かつ建築士法（ 昭和２

５ 年法律第２ ０ ２ 号） 第５ 条第１ 項の規定によ り 登録さ れている 一級建築士。  

2.  「 公営住宅等長寿命化計画策定指針（ 平成２ ８ 年８ 月改定、 国土交通省住宅局）」 に準拠し

た計画策定業務委託を 受注し 、 履行の実績を 有する 者。  

 

（ 疑義）  

第１ ０ 条 本仕様書に明示なき 事項、 ま たは疑義を 生じ たと き は、 監督職員と 協議の上、 指示を受

ける も のと する 。  

 

( 工期)  

第１ １ 条 本業務の契約期間は、 契約締結日よ り 令和８ 年 ３ 月２ ０ 日迄と する 。  

 

（ 支払い）  

第１ ２ 条 委託料の支払い方法は、 完了払いと する 。  

 

（ 再委託について）  

第１ ３ 条 本業務の一部を第三者に再委託する 場合は、 再委託する 業務内容、 再委託先の名称、 再
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委託が必要な理由を 明記の上、 事前に書面にて提出し 、 川越市の承諾を 得る 必要がある 。 

 

 

第２ 章 業務内容 

（ 公営住宅等長寿命化計画の背景・ 目的）  

第１ ４ 条 計画の背景・ 目的及び位置づけと 対象住宅を 再整理する 。  

１  計画の背景・ 目的等 

２  対象住宅 

 

（ 計画期間）  

第１ ５ 条 計画の背景・ 目的及び位置づけを 踏ま えた計画期間の再設定を 行う 。  

 

（ 公営住宅等の状況）  

第１ ６ 条 公営住宅等ス ト ッ ク の現状と 課題を 再整理する 。  

 １  市営住宅管理状況 

対象住宅について、 立地条件、 敷地条件、 住棟の建設年度、 構造階数、 耐用年数経過状況 

共同施設及び給排水処理の状況を再整理する 。  

 ２  市営住宅入居状況 

対象住宅の入居者について、 入居数、 世帯構成、 収入状況、 退去状況等を 再整理する 。  

３  劣化状況調査 

   対象住棟の建設年度など を勘案し て 15 棟程度について、 目視によ る 現地調査（ 必要に応じ

て住戸内も 実施） を 行い、 劣化状況を 把握する 。   

４  市営住宅ス ト ッ ク の課題 

管理状況、 入居状況を 踏ま え、 公営住宅等の課題を再整理する 。  

 

（ 長寿命化に関する 基本方針）  

第１ ７ 条 長寿命化に関する 基本方針について見直す。  

１  点検・ 修繕実施及びデータ 管理の方針 

公営住宅等ス ト ッ ク 管理の基本的な方針と し て、 定期点検及び日常点検の実施、 経常的な修

繕等の実施、 点検結果や修繕内容等のデータ 管理に関する 方針を 見直す。  

 

２  長寿命化及びラ イ フ サイ ク ルコ ス ト の縮減に関する 方針 

効果的なマネジメ ント を 行う 観点から 、 改善事業の実施によ る 長寿命化及びラ イ フ サイ ク ル

コ ス ト （ Ｌ Ｃ Ｃ ） の縮減に関する 方針を 見直す。  

 

（ 公営住宅長寿命化計画の対象と 事業手法の選定）  

第１ ８ 条 公営住宅必要量の推計と 需給状況を 確認の上将来ス ト ッ ク 数を 設定する 。 ま た、 対象住

宅の団地別、 住棟別状況を 把握し 、 団地別、 住棟別の事業手法を 選定する 。  

１  対象と なる 公営住宅等 

今後の長寿命化およ びその他事業の対象と なる 住宅等を 抽出する 。  
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２  将来ス ト ッ ク 数の設定 

国土交通省国土技術政策総合研究所よ り 配布のス ト ッ ク 推計プロ グラ ム （「 世帯数推計プロ

グラ ム 」 及び「 住宅確保要配慮者世帯数推計プロ グラ ム」 最新版） を用い、 公営住宅等の将来

ス ト ッ ク 数の再設定を 行う 。  

３  団地別・ 住棟別事業手法の選定 

策定指針の「 事業手法の選定フ ロ ー」 に基づき 、 １ 次判定（ 団地の管理方針と 住宅改善の必

要性・ 可能性に基づく 団地・ 住棟の事業手法の仮設定）、２ 次判定（ １ 次判定において事業手法・

管理方針の判断を留保し た団地・ 住棟の事業手法の仮設定）、 ３ 次判定（ 計画期間における 事業

手法の決定） を 行い、 判定結果を 基に長期的な管理の見通し を 作成し た上で、 現行計画で設定

し た事業の進捗状況を 考慮の上、 計画期間における 活用手法を 決定する 。  

 

（ 点検の実施方針）  

第１ ９ 条 事業手法の選定において「 維持管理」 と 設定し た住宅を 対象と し て、 定期点検や日常点

検等の実施方針を 設定する 。  

 

（ 計画修繕の実施方針）  

第２ ０ 条 事業手法の選定において「 維持管理」 と 設定し た住宅を 対象と し て、 現在の計画修繕の

実施状況を 考慮の上、 必要な計画修繕の実施方針を 設定する 。  

 

（ 改善事業の実施方針）  

第２ １ 条 市営住宅の住棟の状況に応じ た改善事業の必要性・ 効果を考慮し 、 改善事業類型毎（ 居

住性向上型、 福祉対応型、 安全性確保型、 長寿命化型） に実施方針を 再設定する 。           

 

（ 建替事業の実施方針）  

第２ ２ 条 事業手法の選定において「 建替」 と 設定し た住宅を 対象と し て、 地域における 住宅セー

フ ティ ネッ ト 整備のあり 方を 踏ま えつつ、 将来ス ト ッ ク 数に対応し た、 建替事業の実施方

針を 再設定する 。  

     ま た、 建替事業の実施方針を作成する にあたり 、 PPP/PFI 方式等の建替事業を 導入し た

事例を 収集整理し 、 本市における 適用可能性について再検討する こ と 。  

 

（ 用途廃止の実施方針）  

第２ ３ 条 事業手法の選定において「 用途廃止」 と し た住宅を 対象と し て、 用途廃止に向けた手法

の検討を 行う 。 併せてス ケジュ ール、 用途廃止住宅入居者の移転先等の可能性の検討及び概

算事業費の算出を行う 。  

 

（ 長寿命化のための事業実施予定一覧の作成）  

第２ ４ 条 以下について、 事業実施予定一覧を 作成する 。  

１  計画修繕・ 改善事業の実施予定一覧 

２  新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

３  共同施設に係る 事業の実施予定一覧 
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（ ラ イ フ サイ ク ルコ ス ト と その縮減効果の算出）  

第２ ５ 条 以下について、「 公営住宅等長寿命化計画策定指針（ 平成 28 年８ 月）」 における Ｌ Ｃ Ｃ 算

定プロ グラ ム を 用いてラ イ フ サイ ク ルコ ス ト と その縮減効果の算出を 行う 。  

１  新規整備及び建替事業における ラ イ フ サイ ク ルコ ス ト の算出 

ス ト ッ ク 活用計画において「 新規整備」 及び「 建替」 と し た住宅を 対象と し て、 ラ イ フ サイ

ク ルコ ス ト と その縮減効果を 算出する 。  

２  改善事業における ラ イ フ サイ ク ルコ ス ト の算出 

改善事業の実施方針において「 長寿命化型改善事業」 を 実施する 住宅を 対象と し て、 ラ イ フ

サイ ク ルコ ス ト と その縮減効果を 算出する 。  

 

( 関係各課等協議支援)  

第２ ６ 条 関係各課への意見照会や議会報告など が必要な場合、 説明用資料の作成など 支援を 行う 。 

 

（ 維持管理データ ベース 更新）  

第２ ７ 条 本業務において調査・ 整理さ れた市営住宅等に関する 情報について、 マイ ク ロ ソ フ ト エ

ク セル等を 使用し 、 管理データ ベース を作成・ 更新する 。 なお、 作成については、 国土交通

省住宅局総合整備課が平成 28 年８ 月に公開さ れた「 公営住宅等維持管理データ ベース 」 を

活用する 。  

 

( 打合せ協議)  

第２ ８ 条 本業務の打合せ協議は、原則と し て業務着手時、中間時、業務完了時の３ 回を 基本と し 、

監督職員と 協議の上、決定する 。ただし 、業務の必要状況に応じ 、追加の場合も あり 得る 。

なお、 業務の進捗及び確認等については随時メ ール・ 電話等を 活用する 。  

 

 

第３ 章 納入成果品 

 

（ 成果品）  

第２ ９ 条 本業務における 納入成果品は次のと おり と する 。  

① 川越市公営住宅等長寿命化計画書（ 本編）   Ａ ４ 版（ 印刷製本）    ２ ０ 部 

② 川越市公営住宅等長寿命化計画( 国提出用)   Ａ ４ 版         １ 式 

③ 公営住宅等管理データ ベース                     １ 式 

④ 電子データ                             １ 式 

⑤ 打合せ記録                            １ 式 

⑥ その他委託者が必要と 認める 資料等                  １ 式 



川越市市営住宅一覧
住戸専用 耐 用

面積（㎡） 年 数
間取り

西 暦
構 造階 数戸 数棟 番 号

建 設 年 度

和 暦
棟 数

戸 数
 計

ＮＯ 所在地団 地 名

月吉町8番地1他 13 96 ＫＰ1 2ＤＫ 6 42.7 昭和 42年 1967 年 2 簡易耐火構造 45

ＫＰ2 2ＤＫ 6 42.7 昭和 42年 1967 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ3 2ＤＫ 4 39.3 昭和 41年 1966 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ4 2ＤＫ 6 39.3 昭和 41年 1966 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ5 2ＤＫ 6 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ6 2ＤＫ 4 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ7 2ＤＫ 6 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ8 2ＤＫ 4 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ9 2ＤＫ 4 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ10 2ＤＫ 4 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

2ＫＰ11 2ＤＫ 6 39.3 昭和 40年 1965 年 2 簡易耐火構造 45

K4 ２ＵＤＫ 24 37.7 昭和 43年 1968 年 4 中層耐火構造 70

K5 2ＤＫ 16 34.8 昭和 44年 1969 年 4 中層耐火構造 70

藤倉1－19－27 2 12 ＫＰ1 2ＤＫ 6 42.7 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

ＫＰ2 2ＤＫ 6 42.7 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

大字笠幡1550番地 4 22 ＰＫ1 2ＤＫ 4 39.3 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

ＰＫ2 2ＤＫ 4 42.7 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

ＰＫ3 2ＤＫ 6 42.7 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

ＰＫ4 2ＤＫ 8 42.7 昭和 44年 1969 年 2 簡易耐火構造 45

8 198 Ｋ1 ２ＵＤＫ 18 40.9 昭和 46年 1971 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ2 ２ＵＤＫ 24 37.7 昭和 45年 1970 年 4 中層耐火構造 70

Ｋ3 ２ＵＤＫ 30 40.9 昭和 45年 1970 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ4 ２ＵＤＫ 30 40.9 昭和 46年 1971 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ5 ２ＵＤＫ 30 47.5 昭和 48年 1973 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ6 ２ＵＤＫ 16 43.9 昭和 47年 1972 年 4 中層耐火構造 70

Ｋ７ ２ＵＤＫ 30 43.9 昭和 47年 1972 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ8 ２ＵＤＫ 20 43.9 昭和 47年 1972 年 5 中層耐火構造 70

5
仙波町4丁目
氷川　（借地）

仙波町4丁目20番地
１ 1 40 Ｋ1 ２ＵＤＫ 40 47.5 昭和 48年 1973 年 5 中層耐火構造 70

5 165 Ｋ1 ３ＤＫ 30 53.0 昭和 49年 1974 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ2 ３ＤＫ 30 53.0 昭和 49年 1974 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ3 ３ＤＫ 40 53.0 昭和 50年 1975 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ4 ３ＤＫ 35 55.4 昭和 52年 1977 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ5 ３ＤＫ 30 56.6 昭和 53年 1978 年 5 中層耐火構造 70

3 13 Ｋ1 ３ＤＫ 2 62.5 昭和 53年 1978 年 2 低層耐火構造 70

Ｋ2 ３ＤＫ 2 62.5 昭和 57年 1982 年 2 低層耐火構造 70

Ｋ3 ３ＤＫ 9 57.0 昭和 57年 1982 年 3 中層耐火構造 70

9 86 Ｋ1 ３ＤＫ 14 57.0 昭和 54年 1979 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ2 ３ＤＫ 14 57.0 昭和 54年 1979 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ3 ３ＤＫ 14 57.0 昭和 55年 1980 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ4 ３ＤＫ 8 57.0 昭和 55年 1980 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ5 ３ＤＫ 8 57.0 昭和 55年 1980 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ6 ３ＤＫ 8 57.0 昭和 56年 1981 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ７ ３ＤＫ 8 57.0 昭和 56年 1981 年 2 低層耐火構造 70

Ｋ8 ３ＤＫ 6 57.0 昭和 56年 1981 年 2 低層耐火構造 70

Ｋ9 ３ＤＫ 6 57.0 昭和 56年 1981 年 2 低層耐火構造 70

2 24 Ｋ4 ３ＤＫ 12 57.0 昭和 57年 1982 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ5 ３ＤＫ 12 57.0 昭和 57年 1982 年 3 中層耐火構造 70

2 33 K1 ３ＤＫ 21 57.0 昭和 58年 1983 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ2 ３ＤＫ 12 57.0 昭和 61年 1986 年 3 中層耐火構造 70

3 39 Ｋ4 2LDK 18 64.4 昭和 59年 1984 年 3 中層耐火構造 70

３ＤＫ 6 63.5 昭和 60年 1985 年 3 中層耐火構造 70

３ＤＫ 9 63.5 昭和 60年 1985 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ5 ３ＤＫ 6 59.5 昭和 61年 1986 年 2 低層耐火構造 70

岸町1丁目 1 20

　　カシの木

3 100 Ｋ1 ３ＤＫ 30 60.9 平成 1年 1989 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ2 ３ＤＫ 40 60.9 平成 2年 1990 年 5 中層耐火構造 70

Ｋ3 ３ＤＫ 30 60.9 平成 3年 1991 年 5 中層耐火構造 70

2 18 Ｋ1 ２ＤＫ 6 55.0 平成 4年 1992 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ2 ２ＤＫ 12 55.0 平成 4年 1992 年 3 中層耐火構造 70

2 24 Ｋ7 ３ＤＫ 12 58.8 平成 5年 1993 年 4 中層耐火構造 70

Ｋ8 ２ＤＫ 12 53.6 平成 5年 1993 年 4 中層耐火構造 70

2 50 Ｋ9 ３ＤＫ 18 60.9 平成 7年 1995 年 3 中層耐火構造 70

Ｋ10 ３ＤＫ 32 60.9 平成 6年 1994 年 4 中層耐火構造 70

1 16 ３ＤＫ 12 67.0

1ＤＫ 4 38.0

月吉町9番地7 2 144 1ＤＫ 36 39.82

２ＤＫ 23 52.77

３ＤＫ 35 63.72

２ＤＫ 40 52.77

３ＤＫ 10 63.72

65 1,100

   *　住戸専用面積とはバルコニーを加える公営住宅法上の面積ではない。

岸町3丁目15番地4

70

9年平成

13年平成

16 寿町2丁目南

17 岸町3丁目

18
月吉町北
（借上住宅）

14

K6

11 仙波町1丁目北

12
岸町1丁目43番地2

小仙波町1丁目
小仙波町1丁目5番地
7

計

２ＤＫ 56.1

70

70

70

5

6 高層耐火構造

中層耐火構造

4 中層耐火構造

15 岸町1丁目北

10 仙波町1丁目南

仙波町2丁目20番地5
他

仙波町1丁目4番地21
他

仙波町1丁目14番地7
他

笠幡

8 仙波町2丁目

9 岸町1丁目東

13 小堤

6

7

2

3

4

1

的場

月吉町

藤倉

岸町1丁目14番地7

寿町2丁目316番地1
他

大字小堤152番地18

岸町1丁目21番地1他

Ｋ3

寿町2丁目

岸町1丁目南

大字的場2747番地他

寿町2丁目2604番地1
他

岸町1丁目20番地21
他

Ｋ1

Ｋ2

中層耐火構造

年

2001 年

1997 年

2001

Ｋ1

平成 13年

20 昭和 62年 1987 4年


